
 

 

 

 

吸収合併に係る事前開示書面 
（会社法第７９４条第１項及び同法施行規則第１９１条に定める書面） 
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株式会社クシム 



2024 年９月 26 日 
 

吸収合併に係る事前開示書面 
（会社法第 794 条第１項及び会社法施行規則第 191 条に定める書面） 

 
東京都港区南青山六丁目７番２号 
株式会社クシム 
代表取締役社長 伊藤 大介 

 
 当社は、2024 年９月 17 日開催の取締役会において、2024 年 11 月１日を効力発生日と

して、当社を吸収合併存続会社、連結子会社である株式会社 Web3 キャピタル（以下

「Web3CP」といいます。）を吸収合併消滅会社とする吸収合併（以下「本合併」といいま

す。）を行うことを決議し、当社と Web3CP の間で本合併に係る吸収合併契約を締結いたし

ました。そのため、会社法第 794 条第１項及び会社法施行規則第 191 条の規定に基づき、

下記のとおり開示いたします。 
記 

 
 
１．吸収合併契約の内容 

2024 年９月 17 日付で、当社と Web3CP との間で締結した吸収合併契約は、別紙１

のとおりです。 
２．会社法第 749 条第１項第２号及び第３号に掲げる事項についての定めの相当性に関す

る事項 
完全親子会社間の合併につき、合併対価の交付はありません。 

 
３．会社法第 749 条第１項第４号及び第５号に掲げる事項についての定めの相当性に関す

る事項 
該当事項はありません。 

４．吸収合併消滅会社に関する事項 
（１）最終事業年度に係る計算書類等の内容 

Web3CP の最終事業年度（2022 年 10 月１日～2023 年９月 30 日）に係る計算書

類等は、別紙２のとおりです。 
（２）最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等があるときは、当該臨

時計算書類等の内容 
該当事項はありません。 



（３）最終事業年度の末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状

況に重要な影響を与える事象が生じたときは、その内容 
Web3CP は、債務超過となっておりましたが、本合併に先立ち、当社を割当先と

する第三者割当増資を行い、当社が全額引き受けたことにより、現時点において債務

超過を解消しています。 
５．吸収合併存続会社の最終事業年度の末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負担その

他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象が生じたときは、その内容 
該当事項はありません。 

６．吸収合併が効力を生ずる日以後における吸収合併存続会社の債務の履行の見込みに関

する事項 
本合併の効力発生後の当社の資産の額は、負債の額を十分に上回ることが見込まれ

ます。また、本合併の効力発生日以後の当社の収益状況及びキャッシュフローの状況に

ついて、当社の債務の履行に支障を及ぼす事態の発生は、現在のところ予測されており

ません。したがいまして、本合併の効力発生日後における当社の債務につき、履行の見

込みがあるものと判断いたします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別紙１ 【本吸収合併契約の内容】 

 

次ページ以降をご参照ください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 









別紙２ 【吸収合併消滅会社についての最終事業年度に係る計算書類等の内容】 

 

次ページ以降をご参照ください。 
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決算報告書
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第　11　期

自　2022年10月 1日

至　2023年 9月30日

株式会社ｶｲｶｷｬﾋﾟﾀﾙ



貸 借 対 照 表 

2023年  9月 30日 現在 (単位：円)

株式会社ｶｲｶｷｬﾋﾟﾀﾙ

資    産    の    部

【 流 動 資 産 】       707,272,169

普 通 預 金        34,687,339

預 託 金        20,788,790

暗 号 資 産       608,814,070

貸 付 暗 号 資 産        30,676,412

関 係 会 社 未 収 利 息         6,430,659

関 係 会 社 未 収 入 金         4,554,796

前 払 費 用         1,320,000

未 収 還 付 法 人 税 等               103

【 固 定 資 産 】       313,378,227

【 有 形 固 定 資 産 】           410,497

工 具 器 具 及 び 備 品           410,497

【 無 形 固 定 資 産 】         1,467,730

ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ         1,467,730

【 投 資 そ の 他 資 産 】       311,500,000

出 資 金         1,500,000

関 係 会 社 長 期 貸 付 金       310,000,000

資 産 合 計     1,020,650,396

負    債    の    部

【 流 動 負 債 】       281,790,760

借 入 暗 号 資 産        27,047,132

一 年 内 償 還 社 債       100,000,000

未 払 金         1,237,184

関 係 会 社 未 払 金        51,050,000

未 払 金 （ 通 算 税 効 果 額 ）        87,291,474

未 払 利 息        14,670,462

預 り 金           459,508

未 払 法 人 税 等            35,000

【 固 定 負 債 】       370,000,000

社 債       250,000,000

長 期 借 入 金       120,000,000

負 債 合 計       651,790,760

純   資   産   の   部

【 株 主 資 本 】       368,859,636

【 資 本 金 】           500,000

【 利 益 剰 余 金 】       368,359,636

【 そ の 他 利 益 剰 余 金 】       368,359,636

繰 越 利 益 剰 余 金       368,359,636

純 資 産 合 計       368,859,636

負 債 ・ 純 資 産 合 計     1,020,650,396



損 益 計 算 書

自　 2022年 10月  1日

至　 2023年  9月 30日 (単位：円)

株式会社ｶｲｶｷｬﾋﾟﾀﾙ

勘 定 科 目 金 額

【 売 上 高 】 △     79,333,847

【 売 上 原 価 】         6,417,809

売 上 総 損 失        85,751,656

【販売費及び一般管理費】       131,999,048

営 業 損 失       217,750,704

【 営 業 外 収 益 】

雑 収 入           500,000

受 取 利 息               677

関 係 会 社 受 取 利 息         5,775,323         6,276,000

【 営 業 外 費 用 】

支 払 利 息         8,492,575         8,492,575

経 常 損 失       219,967,279

税 引 前 当 期 純 損 失       219,967,279

法 人 税 等        16,990,192

当 期 純 損 失       236,957,471



株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

自　 2022年 10月  1日

至　 2023年  9月 30日 (単位：円)

株式会社ｶｲｶｷｬﾋﾟﾀﾙ

勘 定 科 目 金 額

【 株 主 資 本 】 　　　　　　

【 資 本 金 】 当期首残高及び当期末残高　           500,000

【 利 益 剰 余 金 】 　　　　　　

【 そ の 他 利 益 剰 余 金 】 　　　　　　

繰 越 利 益 剰 余 金 当期首残高　       605,317,107

当期変動額　当期純損失 △    236,957,471

当期末残高　       368,359,636

利 益 剰 余 金 合 計 当期首残高　       605,317,107

当期変動額　 △    236,957,471

当期末残高　       368,359,636

株 主 資 本 合 計 当期首残高　       605,817,107

当期変動額　 △    236,957,471

当期末残高　       368,859,636

純 資 産 合 計 当期首残高　       605,817,107

当期変動額　 △    236,957,471

当期末残高　       368,859,636



個 別 注 記 表 
 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価基準及び評価方法 

移動平均法による原価法 

     

トレーディング目的で保有する暗号資産 
      活発な市場があるもの 事業年度末日の市場価格等に基づく時価法 
      活発な市場がないもの 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

なお、活発な市場の有無は、対象暗号資産が金融庁の暗号資産交換業
者登録一覧に登録されている暗号資産交換業者の交換所または販売所
での取り扱いがあり、国内外の暗号資産交換所または販売所に複数上
場し、時価が容易かつ継続的に測定できるものであることを基準とし、
対象暗号資産の内容、性質、取引実態等を総合的に勘案し判定するこ
ととしております。 
 

2. 固定資産の減価償却の方法 

      有形固定資産・・・定率法 

               なお、耐用年数は以下の通りです。 

                工具、器具及び備品 ３年 

      無形固定資産・・・定額法 

    

 

3. グループ通算税制度の適用 

      グループ通算制度を適用しております。 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

発行済み株式の総数に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首

の株式数 

当事業年度増加 

株式数 

当事業年度減少 

株式数 

当事業年度末の 

株式数 

普通株式 10株 －株 －株 10株 
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